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■上乗せ分
■本来の交付額

基金繰入金　
　10億2,289万円（4.1％）

             その他             その他
（使用料・手数料など）（使用料・手数料など）
　　1　　18億6,115万円8億6,115万円
　　（　　（7.57.5％）％）

             その他
（使用料・手数料など）
　　18億6,115万円
　　（7.5％）

地方交付税
105億4,000万円

（42.3％）

市債
31億6,890万円
（12.7％）

国庫支出金
28億1,312万円
（11.3％）

県支出金
21億4,368万円

（8.6％）

市税
26億2,828万円
（10.6 ％）

その他
7億2,198万円（2.9%）

その他
14億9,922万円（5.9%）繰出金

11億6,629万円
（4.7%）

災害復旧事業費
6,180万円
（0.2%）

人件費
36億400万円
（14.5%）

普通建設事業費
43億2,079万円

（17.4%）

補助費等
38億2,432万円

（15.4%）

物件費
34億5,215円
（13.9%）

公債費
31億1,901万円

（12.5%）

扶助費
38億5,242万円

（15.5%）
歳入
内訳

歳出
内訳

用
語
解
説

■特別会計予算
　108億8,419万円（対前年度比5.2％増）

■企業会計予算
　48億9,418万円（対前年度比9.8％減）

　　　　　会計名
国民健康保険
後期高齢者医療
介護保険
農業集落排水事業
宅地開発事業
あづち大島いさりびの里事業
電気事業
駐車場事業
工業団地事業

   

予算額　　
60億   949万円
4億1,560万円
43億9,659万円

1,256万円
800万円
1,179万円
2,028万円
488万円
500万円

対前年度比 　会計名
水道事業
病院事業
交通船事業

予算額　　
19億5,711万円
26億9,679万円
2億4,028万円

対前年度比
18.1%
△23.5%
△1.7%
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■市民１人あたりの予算は73万7,100円（平成27年3月1日現在人口  33,781人）　※（　）内の数値は対前年比

一般会計当初予算　249億円
平成27年度の平戸市の

（対前年度比0.1％減）

　当初予算は、「平戸市総合計画」の共通目標お　当初予算は、「平戸市総合計画」の共通目標お
よび基本目標を予算編成の柱とし、「行政改革推よび基本目標を予算編成の柱とし、「行政改革推
進計画」および「財政健全化計画」を踏まえ、既進計画」および「財政健全化計画」を踏まえ、既
存事業の見直しを徹底するなど、財政状況に配存事業の見直しを徹底するなど、財政状況に配
慮しながら予算の重点化を図りました。慮しながら予算の重点化を図りました。
　中でも今後深刻な影響が危惧される人口減少　中でも今後深刻な影響が危惧される人口減少
の抑制に積極的に取り組むため、予算を重点的の抑制に積極的に取り組むため、予算を重点的
に配分し、「ずっと住みたいまち」の創出を図りに配分し、「ずっと住みたいまち」の創出を図り
ます。ます。
　また、地球温暖化の原因とされるＣＯ　また、地球温暖化の原因とされるＣＯ２の排の排
出量と削減・吸収量が均衡する自治体を目指す出量と削減・吸収量が均衡する自治体を目指す
ため、再生可能エネルギー事業のさらなる推進ため、再生可能エネルギー事業のさらなる推進
と節電や省エネルギー対策などに取り組みます。と節電や省エネルギー対策などに取り組みます。

　当初予算は、「平戸市総合計画」の共通目標お
よび基本目標を予算編成の柱とし、「行政改革推
進計画」および「財政健全化計画」を踏まえ、既
存事業の見直しを徹底するなど、財政状況に配
慮しながら予算の重点化を図りました。
　中でも今後深刻な影響が危惧される人口減少
の抑制に積極的に取り組むため、予算を重点的
に配分し、「ずっと住みたいまち」の創出を図り
ます。
　また、地球温暖化の原因とされるＣＯ２の排
出量と削減・吸収量が均衡する自治体を目指す
ため、再生可能エネルギー事業のさらなる推進
と節電や省エネルギー対策などに取り組みます。

高齢者や児童の福祉など
186,719円（1.6％　）

消防・防災対策など
24,821円（66.3%　）

￥

￥

借入金の返済
92,330円（4.2％　）

道路・住宅の整備など
57,941円（3.8％　）

その他（観光の振興や
議会経費など ）

32,212円（16.7％　）

学校や図書館、
文化振興など

76,509円（2.2％　）

ごみ・し尿処理や病気の予防など
82,359円（8.9％　）

農林水産業の振興など
52,433円（4.7％　）

教えて！平成27年度予算のポイント  （    ）内は前年度比
　

◎ 予算規模は市町村合併後最大だった平成26年度と比較してほぼ横ばい　（△0.1％　2,000万円減）
◎ 大型の建設事業の完了に伴う投資的経費の減　（△31.7％　20億3,700万円減）
◎ ふるさと納税制度による「やらんば！平戸」応援寄附金の増　（＋900％　９億円増）

Ｑ　大型の建設事業が完了したのに予算規模が昨年度と変わらないのはなぜ？
A　消防庁舎や（仮称）平戸市総合情報センターなど、大型事業の完了により投資的経費は減少しました
　が、ふるさと納税の推進により、「やらんば！平戸」応援寄附金の基金への積立金や寄付者への返礼に

　対する経費が増加したことによるものです。この基金は平戸市総合計画の重点プロジェクトである　

　「やらんば燦燦プロジェクト」に活用しており、平成27年度は主に人口減少抑制対策に活用します。

Ｑ　市債（借金）や基金（貯金）の残高はいくらぐらいあるの？
A　市債残高は、平成27年度末で約306億円（１人当たり約90万円）の見込みです。ただし、後年度に地方交付
　税によって国から約４分の３が補填されますので、実質的な借金は約76億円（１人当たり約22万円）となりま

　す。また、基金残高は、平成27年度末で約82億円（1人当たり約24万円）の見込みとなっています。

Ｑ　今後の平戸市の財政はどうなっていくの？
A　歳入の大半を占める地方交付税のうち、普通交付税が平成28年度から減少（５
　年間で段階的に約11億円の減少）しますが、これに対応していくため、事業の見直

　しや職員数の削減など、今後も抜本的な行財政改革に取り組み、市民の皆さんが笑

　顔で快適に生活できるように努めていきます。

地域振興や庁舎管理など
131,776円（66.3％　）

8.8％
△2.5％
1.2％
△5.2％

△1.9％
△8.4％

同額

新設
新設

■特別会計　特定の事業ごとに経理、運営する一般会計から
切り離した会計です。国民健康保険や農業集落排水事業など、
保険料や使用料などの特定の収入で事業を実施します。

■企業会計　民間企業のようにその事業の収益で経費を賄っ
て仕事（サービス提供）を行う会計です。

自主財源計（22.2％
）

任
意
的
経
費（
39.

9％
）

投資的経費（17.6％）

義務的経
費（
42.5％

）

依存財源計（77.8％）

「ＣＯ2排出ゼロ都市宣言」の具現化効果的な人口減少抑制対策の実施

重点施策
７億円

今年はこれに

　力を入れます！
！

雇用の促進
産業の振興
子育て支援
定住・移住の促進

再生可能エネルギー
事業の推進
節電対策
省エネルギー対策

■
お
問
い
合
わ
せ　

　

企
画
財
政
課
財
政
班　

☎
内
線
２
３
４
２

人口減少抑制対策には、「やらんば！平戸」応援基金を活用しています！



新規

新規

介護職人材確保支援事業　490万円
　介護に必要な技術と知識を習得させることに
より、市内介護事業所における介護職不足の解
消を図ります。

創業支援対策事業　１億5,548万円
　創業者に対して、ワンストップ相談窓口の設
置や創業セミナー、創業相談会開催による支援
を行うとともに、資金面の支援として、創業補
助や、創業融資を行います。

協働によるまちづくり支援事業　200万円
（コミュニティビジネス支援）
　地域の活性化につながるコミュニティビジネ
スの起業に対する補助を行います。

中小企業振興対策事業　2,196万円
（振興資金保証料率差率補填・
　製造業設備投資促進事業補助金）
　中小企業創業支援資金の保証料補給および設
備投資に対する補助などの支援を行います。

６次産業化推進事業　879万円
　６次産業化のための施設・機械整備に対する
補助や相談会、研修会を開催します。

空き店舗等活用促進事業　1,300万円
　商店街の空き店舗などを活用し、事業を始め
る個人・法人などに対して補助を行います（飲食
業、小売業、サービス業など）。

放課後児童クラブ施設整備事業　4,506万円
　田 平 地 区
に放課後児童
クラブを整備
し、放課後に
おける児童の
安全確保を図
ります。

保育所入所児童保護者負担金の軽減　△7,545万円
　保育料を国の基準より約25％引き下げ、保護
者の経済的負担を軽減します。また、小学３年
生以下の児童から数えて３人目以降の児童の保
育料を無料にします。

福祉医療給付事業（児童）　1,360万円
　これまで未就学児を対象としていた医療費に
対する助成を中学生まで拡大します。

安心出産支援事業　277万円
　妊婦の健診時、出産時における交通費などを助
成します。

子育て支援事業　266万円
　母乳育児対策や乳児の個別健診を実施します。

幼児健康診査事業　125万円
　発達専門相談、保育所・幼稚園訪問など各種
健診を実施します。

予防接種事業　443万円
　これまで未就学児を対象としていたインフル
エンザ予防接種費用に対する助成を中学生まで
拡大します。

ICT教育推進整備事業　7,970万円
　電子黒板機能付プロ
ジェクターやタブレット
などのICTを導入し、特色
ある教育環境を整備する
ことにより、児童・生徒
の総合的な学力向上を図
ります。

絵本はじめましてブックスタート事業　100万円
　市が行う乳幼児健診の際に「絵本」をプレゼン
トし、読み聞かせ
を体験してもらう
こ と に よ り、赤
ちゃんと保護者が
絵本を介して心触
れ合うきっかけづ
くりを行います。

公民館土曜学習事業　53万円
　土曜学習会を開催し、体験活動のプログラム
提供を行うなど、土曜日の子どもの居場所を確
保します（中部公民館・南部公民館のみ）。

移住定住環境整備事業　3,305万円
　本市に定住および移住する者に対する補助や
空き家バンク設置などの支援を行います。

地域情報化基盤整備事業　２億3,000万円
　光ファイバー網を整備し、より快適なイン
ターネット環境にします。

地域おこし協力隊導入事業　3,254万円
　人口減少や高齢化な
どの進行が著しい本市
において、市外の人材
を「地域おこし協力隊」
として積極的に誘致し、
その定住・定着を図る
ことで、本市の活性化
を図ります。

太陽光発電システム設置促進事業　300万円
　住宅用太陽光発電システムの設置に対し、費
用の一部を助成します。これにより家庭におけ
る消費電力の軽減とＣＯ２排出量の削減に寄与し
ます。

地球温暖化対策推進事業　568万円
　ＣＯ２排出ゼロを目指して、課題や問題点の整
理を行い、行政・市民・企業などの役割を明確
にした具体的な取り組みを行うため、基本計画
の策定や普及啓発を行います。
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人口減少抑制対策の内容
　「雇用の促進」、「子育て支援」、「定住・移住の促進」の３つの施策に重点的に予算を配分しました。また、「産
業の振興」に対する各種取り組みについても検討しており、随時予算化していく予定です。

子育て支援 子どもを産み、育てやすい環境のさらなる充実

定住・移住の促進 まちの活気を取り戻すための若者定住と移住の促進

子育て世代の流出を抑制し、出生数を増やします。

雇用の促進 平戸市の特色を生かした新たな産業による雇用の促進
起業支援により雇用創出を進め、転出者を抑制し、転入者を増やします。

平戸市への移住やＵＩＪターンを促し、転入者を増やします。

生活環境整備

移住者誘致住　　居

教　　育

子育て環境整備

環境整備

支援制度


